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袋井市改良住宅及び再開発住宅指定管理者募集要項 

 

 袋井市（以下「市」という。）は、改良住宅及び再開発住宅の入居者等に対するサービス

の向上及び施設の適切かつ効率的な維持管理を行うため、地方自治法（昭和 22 年法律第

67 号、以下「法」という。）第 244 条の２第３項、袋井市公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例（平成 17 年袋井市条例第 176 号）、袋井市改良住宅等管理条例（平

成 17 年条例第 139 号）第 12 条の規定に基づき、指定管理者を募集します。 

 

１ 指定管理対象施設の概要 

（１）施設の目的・役割 

改良住宅は住宅地区改良事業の施行、また再開発住宅は土地区画整理事業の施行に

基づき、その対象となる者に賃貸する施設ですが、現在は市営住宅と同様に、住宅に

困窮する低額所得者に対しても低廉な家賃で賃貸し、生活の安定と社会福祉の増進に

寄与することを目的に管理・運営しています。 

（２）施設の名称・所在地・概要 

   指定管理対象施設は５団地 63 戸の住宅で、施設の所在地及び概要は下表のとおり

です。 

なお、対象施設は、用途廃止等の理由により、指定期間中に変動する可能性があり

ます。 

  施設の名称 
所在地 

建設 

年度 
構造等 

管理 

戸数 

住戸 

面積 種類 団地名 

改
良
住
宅 

改良岡崎南 岡崎 

2020 番地の１ 

昭和 48 

年度 

ＰＣ造 準耐火 

２階建 

15 戸 42.7㎡ 

改良岡崎東 岡崎 

576 番地の１ 

昭和 53 

年度 

ＰＣ造 準耐火 

２階建 

４戸 58.8㎡ 

改良岡崎北 岡崎 

2201 番地の１ 

昭和 54 

年度 

ＰＣ造 準耐火 

２階建 

６戸 58.8㎡ 

再
開
発 

住
宅 

再開発住宅駅

前 

高尾町 

21 番地の４ 

昭和 55 

年度 

ＲＣ造 耐火 

５階建 

20 戸 56.4㎡ 

再開発住宅広

岡 

方丈五丁目 

２番地の３ 

昭和 57 

年度 

ＲＣ造 耐火 

３階建 

18 戸 60.2㎡ 

※指定管理の対象は、上記住宅の建物、設備、敷地及び敷地内に存する物とします。 
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２ 指定管理者が行う業務の範囲及び管理の基準 

（１）指定管理者が行う業務の範囲 

   指定管理者が行う施設管理の基本的な内容は、次のとおりであり、詳細は、別途「袋

井市改良住宅及び再開発住宅管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）」に定めるも

のとします。 

  ア 入居者の公募及び入居、退去等の手続に関する業務 

  イ 入居者の指導及び連絡に関する業務 

（ア）一般管理（入居状況の管理、苦情対応等） 

（イ）家賃等納付勧奨 

（ウ）収入調査及び家賃決定補助 等 

  ウ 住宅の維持管理及び軽微な修繕に関する業務 

（ア）一般修繕 

（イ）空室修繕 

（ウ）施設保守点検（建築物等の点検等を含む） 

（エ）団地環境整備 

（オ）防火管理 等 

  エ その他市長が必要と認める業務 

（２）管理の基準 

   市が求める管理の基準は、袋井市改良住宅等管理条例及び同施行規則に定めるとお

りです。 

 

３ 指定期間等 

（１）令和９年４月１日から令和 14 年３月 31 日までの５年間を予定しています。 

（２）指定管理者に指定する施設は、５団地一括指定とします。 

 

４ 指定管理委託料 

（１）利用料金制度 

   住宅の利用料金である家賃及び敷金等については、市の収入とし、利用料金制度の

適用はありません。 
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（２）指定管理に係る委託料 

   指定管理業務に係る経費（以下「指定管理委託料」という。）は、毎年度予算の範囲

内において、四半期ごとに支払うことを基本とします。 

ただし、指定管理委託料の金額や支払い時期等は別途協議の上、協定で定めます。 

また、賃金水準や物価水準等の変動による価格変動への対応については、別途、仕

様書に定めるものとします。 

（３）指定管理委託料に含まれる経費 

  ア 管理諸費 

指定管理者の人件費、間接経費（社内経費）、直接経費（広告宣伝費、通信費、保

険料等） 

  イ 保守管理費等 

修繕費（草刈り、樹木剪定等を含む。）、施設管理費（給水施設保守点検費、建築

物等保守点検費等）、共用施設の電気・水道料 

（４）上限額の設定 

   指定管理委託料は、次の額を指定期間中の上限額とします（当該上限額を超える指

定管理委託料の提案は失格となります）。 

【指定管理委託料の上限額】 

 令和９年度から令和13年度の合計：28,500千円（うち管理諸費：5,839千円） 

  令和９年度：6,300千円（うち管理諸費：1,100千円） 

  令和10年度：4,600千円（うち管理諸費：1,133千円） 

  令和11年度：4,800千円（うち管理諸費：1,167千円） 

  令和12年度：7,500千円（うち管理諸費：1,202千円） 

  令和13年度：5,300千円（うち管理諸費：1,237千円） 

   上限額は、現行の指定管理委託料に価格変動の実績を踏まえたものを基準とし、毎 

年度３％の人件費及び５％の労務費の上昇を見込んだ額としています。 

また、上限額は、消費税及び地方消費税相当額を含むものとし、税率は消費税法（昭 

和 63 年法律第 108 号）及び地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）並びにこれらを改正

する法律で定める税率によるものとします。 
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５ 業務の再委託 

指定管理者は、受託業務の一部で、施設の管理運営を効率的・効果的に行う上で必要

と判断される業務（個別の施設保守点検業務等）を第三者に委託することができます

が、受託業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。 

  なお、再委託をする場合は、可能な限り袋井市内に本店等（支店、事務所等を含む）

を有する業者へ委託をしてください。 

 

６ 指定管理者と市のリスク分担 

   市と指定管理者の責任分担は、別表１「袋井市改良住宅及び再開発住宅指定管理に

伴うリスク分担表」のとおりとします。 

ただし、同表、仕様書及び協定書に記載する事項以外の事項について疑義が生じた

場合は、市と指定管理者が協議して定めるものとします。 

 

７ 応募資格等 

（１）参加資格要件 

  ア 応募申請することができる団体は、指定期間中、安全かつ円滑に当該施設を管理

運営でき、次に掲げる条件のいずれかを満たす法人又はその他団体（以下「法人等」

という｡）です。 

（ア）静岡県又は袋井市の公営住宅等（公営住宅法に基づく公営住宅若しくは他法令

等に基づき地方公共団体等が建設した住宅で、主として住宅に困窮した低額所得

者への賃貸を行っている公的な住宅をいう。）を管理している又は管理した実績

を有する者 

（イ）次の全てに該当する者 

    ａ 袋井市内に本店等（支店、事務所等を含む。）を設置していること。 

    ｂ 資本（出資）金等が 750 万円以上であること。 

    ｃ 基準日（令和８年６月 30 日とする。以下同じ。）において、耐火構造又は準

耐火構造の共同住宅を含む賃貸住宅を 250 戸以上管理している、又は管理した

実績を有すること。 

    ｄ 基準日において、賃貸住宅を引き続き３年以上管理している又は管理した実

績を有すること。 
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（２）次のいずれかに該当する者は、応募できません。 

ア 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更正手続き開始の申立てがなされ

ている者 

イ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続き開始の申立てをしてい

る者 

ウ 直近３年間の法人税、消費税、地方消費税、事業税、事業所税、県民税及び市町

村民税を滞納している者 

エ 法人等の代表者及び役員が破産者及び禁錮以上の刑に処せられている者 

  オ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定（一般競争入札

に参加できない又はさせないことができる者）に該当する者 

  カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条

第２項に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者 

  キ 地方自治法第 244 条の２第 11 項の規定により、袋井市又は他の地方公共団体か

ら指定管理の全部又は一部を停止されているもの又は指定の取消しを受けた日から

２年を経過していない者 

  ク 袋井市が行う建設工事等の請負又は物品の製造の請負、売買等の指名競争入札に

ついて指名保留又は指名停止措置を受けている者 

  ケ その他、法令等に違反している又は違反しているおそれのある者 

 

８ 指定管理者の募集に関する事項 

（１）募集要項の配布 

  ア 配布時期 

令和８年７月 27 日（月）から令和８年８月 14 日（金） 

   午前９時から午後５時まで（ただし閉庁日を除く。） 

  イ 配布場所 

袋井市都市建設部建築住宅課窓口にて配布するほか、市のホームページからもダ

ウンロードできます。 

  ウ 配布書類 

  （ア）袋井市改良住宅及び再開発住宅指定管理者募集要項 

  （イ）袋井市改良住宅及び再開発住宅管理業務仕様書 
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（２）公募参加表明書兼誓約書の受付 

  ア 受付期間 

令和８年７月 27 日（月）から令和８年８月 14 日（金） 

    午前９時から午後５時まで（ただし閉庁日を除く。） 

  イ 提出方法 

公募参加予定者は、公募参加表明書兼誓約書（別紙１）に必要事項を記入の上、

持参、又は郵送により、袋井市都市建設部建築住宅課まで提出してください。 

ただし、郵送の場合は令和８年８月 14 日（金）午後５時必着とします。    

（３）質問事項の受付・回答 

  ア 受付期間 

令和８年７月 27 日（月）から令和８年８月 14 日（金） 

    午前９時から午後５時まで（ただし閉庁日を除く。） 

  イ 提出方法 

指定管理者募集に係る質問書（別紙２）により作成し、持参、郵送、ファックス、

電子メールのいずれかにより、袋井市都市建設部建築住宅課まで提出してください。

質問書は参加表明を行った方のみ提出できます。 

なお、電話でのご質問には、お答えできません。 

  ウ 回答日 

令和８年８月 19 日（水）を予定しています。 

  エ 回答方法 

回答は袋井市ホームページ上で回答します。また、回答内容は、募集要項等の追 

加又は修正とみなします。 

（４）申請書類の受付 

  ア 提出期間 

令和８年７月 27 日（月）から令和８年８月 28 日（金） 

    午前９時から午後５時まで（ただし閉庁日を除く。） 

  イ 提出方法 

袋井市都市建設部建築住宅課まで持参又は郵送してください。ファックス及び電

子メールによる提出は受付けません。 

    また、郵送の場合は、令和８年８月 28 日（金）午後５時必着とします。 
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（５）申請書類 

ア 袋井市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成 17 年

袋井市規則第 157 号）第３条に規定する指定管理者指定申請書（様式第１号） 

イ  申請する法人等に関する書類 

（ア）定款、寄附行為、規約、その他これらに類する書類 

  （イ）法人にあっては当該法人の登記事項証明書、法人以外の団体にあっては代表者

の住民票の写し（代表者が外国人の場合、外国人登録証明書の写し） 

（ウ）団体概要書（様式第２号） 

（エ）経歴、実績 

（オ）代表者の履歴、役員の構成、氏名 

（カ）事業概要又はこれに準ずるもの（パンフレット可） 

（キ）賃貸住宅管理実績表（別紙３） 

  ウ 過去の経営、運営状況を明らかにする書類（(イ)から（エ）は直近３年間分） 

（ア）申請書を提出しようとする日の属する事業年度の収支予算書、事業計書、前事

業年度の収支計算書及び事業報告書 

（イ）貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するもの 

（ウ）財産目録 

（エ）納税証明書  

    ａ 法人（法人税、法人市民税、消費税及び地方消費税） 

    ｂ 法人以外の団体(代表者の市税、所得税、消費税及び地方消費税) 

     ただし、納税証明書を提出できない場合は、申立書（別紙４）を提出すること。 

  エ 指定管理委託料提案書（別紙５） 

  オ 事業計画書（様式第３号） 

  カ 収支予算書（様式第４号） 

キ 第三者への委託予定業務一覧表（別紙６） 

（６）提出部数 

   正本１部、副本 11 部 

（７）応募に関する経費 

   応募に要する費用は全て申請者の負担とします。 
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（８）応募の辞退 

   申請書類提出後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。 

また、プレゼンテーション・ヒアリングに欠席された場合は、辞退したものとみな

します。 

（９）留意事項 

   申請書類については次のことに留意してください。 

  ア 申請書類は、軽微な変更を除き変更できません。 

  イ 申請書類の不備により応募資格の有無を判断できない場合は、失格とします。 

  ウ 申請書類の内容に虚偽又は不正があった場合は、失格とします。 

  エ 申請書類は、理由の如何に関わらず返却いたしません。 

  オ 申請書類、提案内容について情報公開請求が提出された場合、袋井市情報公開条

例の規定に基づき、公開することがあります。 

  カ 応募する提案は、各法人等につき一案とします。 

  キ 応募書類作成のため改良住宅、再開発住宅又は市営住宅敷地に立ち入る場合、事

前に袋井市に連絡し承認を得るとともに、入居者が実際に生活を営んでいる場所で

あることを認識し、十分な配慮を行ってください。 
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（10）指定管理者選定スケジュール 

現時点で計画している主なスケジュールは、概ね次のとおりです。 

内 容 時 期 

広報７月号への掲載 令和８年７月１日 

指定管理者の募集（公示） 令和８年７月 27 日 

募集要項・申請書類の配布 
令和８年７月 27 日～ 

令和８年８月 14 日 

参加表明書提出期限 
令和８年８月 14 日 

質問書提出期限 

質問に対する回答 令和８年８月 19 日 

申請書類の提出期限 令和８年８月 28 日 

プレゼンテーション・ヒアリング 令和８年９月下旬 

指定管理者候補者選定結果の通知 令和８年 10 月下旬 

管理業務について細目協議 令和８年 10 月下旬～ 

指定管理者との仮協定締結 令和８年 11 月中旬 

指定管理者の指定（令和８年 11 月市議会定例会で議決） 令和８年 12 月下旬 

指定管理者との協定締結 令和８年 12 月下旬 

運営業務引継ぎ準備期間 令和９年１月上旬～ 

指定管理者制度開始 令和９年４月１日 

  ※プレゼンテーション・ヒアリングの日時は申請書類受付以後に別途連絡します。 

 

９ 指定管理者の選定の方式 

（１）指定管理者の選定 

   指定管理者の募集及び選定は、公募型プロポーザル方式とします。 

（２）選定委員会 

   指定管理者の候補者の決定に係る審査は、袋井市指定管理者選定委員会設置要綱（平

成 17 年袋井市告示第 356 号）に基づき設置する選定委員会が行います。委員会を組織

する選定委員は次のとおりです。 

委員長  副市長 
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副委員長 総務部長 

委員   企画部長 

委員   財政部長 

委員   都市建設部長 

委員   総合政策課長 

委員   財政課長 

委員   建築住宅課長 

（３）指定管理者の指定及び手続き 

   申請に基づき、袋井市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第３条

に掲げる基準を満たすもののうちから、次に示す審査方法等により指定管理者の候補

者を選定し、議会の議決を経て指定管理者として指定するものとします。 

（４）審査方法等 

  ア 指定管理者候補者の選定方法 

    候補者の選定は、選定委員会が招集する会議において、提案書の書類審査、応募

者への面接、プレゼンテーション等による事業内容の聴き取りを行い、審査します。  

なお、会議は非公開とします。 

  イ 審査基準 

    候補者の選定にあたっては、別表２「袋井市改良住宅及び再開発住宅指定管理者

審査基準」に示す項目により総合的に審査し、最も適当と認める者を選定します。 

  ウ 選定対象からの除外 

    応募した法人等が次のいずれかに該当した場合は、当該申請を選定対象から除外

します。 

  （ア）選定委員会の審査に関して、不当な要求等を申し入れた場合 

  （イ）募集要項に対して違反又は不正があった場合 

（５）選定結果通知 

   選定結果は、申請書類を提出した法人等に対して通知します。 

また、選定結果は、指定管理者を指定した後に、選定理由を付して公表します。 

   ただし、選定後に指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情が生

じたときは、指定管理者に指定しないことがあります。この場合又は指定管理者が業

務を実施できない事態となった場合、次点者以降の提案者の順位を繰り上げることが
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あります。 

（６）協定の締結 

   市は、指定管理者の候補者と仮協定締結後、施設の適正かつ円滑な管理運営に必要

となる項目について協議し、議会の議決を経て指定管理者として指定した後に、指定

期間を包括した協定と年度ごとの業務内容、指定管理委託料及び支払方法等を定めた

年度協定を締結します。 

（７）指定の取消し等 

   市議会の議決を経て指定管理者として指定する前に、指定管理者に指定することが

著しく不適当と認められる事情が生じたときは、指定管理者の指定を行わないことが

あります。 

   なお、市議会の議決が得られなかった場合も、当該業務及び管理運営の準備のため

に支出した費用等については、一切補償しません。 

   また、指定管理者の指定後、指定管理を行う施設の管理の適正を期すために本市が

行う指示に従わないとき、その他指定管理者による管理を継続することが適当でない

と認めるときは、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若

しくは一部の停止を命ずることがあります。 

 

10 指定管理者の指定等の公告 

  指定管理者の指定、又は法第 244 条の２第 11 項の規定により指定を取り消し、若しく

は管理の業務の全部又は一部の停止を命じたときは、その旨を公告するものとします。 

 

11 著作権の帰属 

  事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。 

ただし、指定管理者の決定の公表、選定事務等に関連して市が必要と認める場合は、

市は事業計画書等の提出書類の内容を無償で利用できるものとし、必要な範囲内で複製

を作成することができるものとします。 

 

12 事業報告と事業評価 

  指定管理者及び市は、施設の管理運営状況に関する事業報告と事業評価について、次

のとおり実施します。 



- 12 - 

なお、詳細は市と指定管理者で締結する協定で定めます。 

（１）事業報告 

  ア 指定管理者は、業務の処理状況等について、月次報告、年次報告その他随時に報

告書を提出するものとします。 

また、市は必要に応じて、調査・報告を求め、指導を行うことができるものとし

ます。 

  イ 指定管理者が行う報告の様式は、協定時に別途定めます。 

（２）事業評価 

   市は、指定管理者から提出された報告書等により、指定管理者の業務の実施状況が

市の仕様書の基準等を満たし、適切かつ確実なサービスが提供されているかについて、

毎年度終了後に評価を行います。 

（３）是正勧告 

   事業評価の結果、指定管理者の管理運営業務が仕様書の基準等を満たしていないと

判断した場合、市は指定管理者に対し是正勧告を行います。 

（４）業務の停止等 

   指定管理者が上記（３）の勧告にもかかわらず十分な対応がなされない場合、市は、

指定管理者に対し、指定管理委託料の支払いの減額、又は指定管理者の指定の取消し、

若しくは期間を定めて管理業務の停止を命ずるなどの措置を行うことができるものと

します。 

 

13 その他 

（１）事業継続が困難な場合の取扱い 

   何らかの理由により、指定管理者による事業実施が困難となり、市が指定管理者の

指定を取り消す又は協定を解除する場合は、次のとおり取り扱います。 

  ア 指定管理者の責めに帰すべき理由である場合 

    市は生じた損害を指定管理者に請求するものとします。納入期限は、市から違約

金の請求があった日を起算日として市が別に定めるものとします。 

    なお、指定管理者は、法第 244 条の２第 11 項の規定により、指定の取り消しを受

け、または期間を定めて管理運営業務の全部若しくは一部の停止を命じられた場合

において、市に対してその損害を請求することができません。 
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  イ 不可抗力の場合 

    市及び指定管理者の双方で協議するものとします。また、一定期間内に協議が整

わなかったときは、それぞれ、事前に書面にて通知することにより協定を解除でき

るものとします。 

（２）業務の引き継ぎ等について 

  ア 管理開始までの引き継ぎ 

    新たに指定管理者となる団体は、仮協定締結後から市及び現在の指定管理者との

事務引継ぎ、改良住宅及び再開発住宅入居者等への周知並びに施設管理の遂行に必

要な人材等の確保及び必要な研修等を行い、業務開始に向けて万全の準備を行うも

のとします。 

    なお、指定期間が始まるまでに要する準備経費については、新たに指定管理者と

なる団体の負担となります。 

  イ 管理終了時の引き継ぎ 

  （ア）指定管理期間の終了、若しくは指定の取り消しにより次の指定管理者に引き継

ぐ場合は、円滑かつ支障ない引き継ぎができるよう協力していただきます。 

  （イ）現在の指定管理者に代わり、新たに指定管理者となる団体は、現在の指定管理

者が当該施設の管理運営のために雇用している従業員のうち、引き続き雇用を希

望する者の雇用に可能な限り努めてください。 

（３）協議事項 

  ア 本要項、協定書、仕様書に記載のない事項及び業務の執行について疑義が生じた

場合は、市と指定管理者は誠意をもって協議し決定するものとします。 

  イ 仕様書等に定める業務内容等について、市の政策等により変更が生じた場合は、

市と指定管理者は誠意をもって協議し決定するものとします。 


